
 

 

 

 

県が資本金の四分の一以上を出資等している 

法人の経営状況について 

 

 

 

 

１ 地方独立行政法人 広島県立病院機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
令和８年９月 17日 

 
 

健 康 福 祉 局 

 

 

健康福祉局 

資   料 No.2 令和８年９月17日 
課 名 健康福祉局医療機能強化推進課 
担当者 課長 新元 
内 線 3086 



うち県出資額

出資法人経営状況説明書

１　法人の概要（令和８年９月17日現在）

（１）基本情報

法人の名称 地方独立行政法人　広島県立病院機構 所 管 課 健康福祉局医療機能強化推進課

所　在　地 広島市中区基町10番52号 設 立 登 記 令和７年４月１日

基本財産等の額 １１，８３８，８５０千円 １１，８３８，８５０千円 県出資比率 １００％

非 常 勤 役 員 数 ２ 人

（２）役・職員の状況

常 勤 役 員 数 ６ 人 ０ 人 １ 人 ５ 人

０ 人 ０ 人 ２ 人

常 勤 職 員 数 １８９０ 人 ７１ 人 ０ 人 １８１９ 人

役　職 氏　　名 県職員である者 備考 役　職 氏　　名 県職員である者 備考

理 事 長 粟井　和夫 常勤 監 事 坂下　宗生 非常勤

副理事長 野々村　純 常勤 監 事 山本　隆之 非常勤

理 事 板本　敏行 常勤

理 事 後藤　俊彦 常勤

理 事 工藤　美樹 常勤

理 事 福永　裕文 常勤

（３）組織の概要

備　考

県以外の出資者 なし

設 立 目 的
医療の提供、医療に関する調査及び研究並びに医療に従事する者の育成等の業務を行うとともに、県の医療政策と
して求められる救急医療、高度・専門医療等の提供及び医師の派遣等を通じた地域医療の充実に向けた取組を推進
し、医療水準の向上を図り、もって県民の健康の確保及び増進に寄与する。

業 務 概 要

１　医療を提供すること
２　医療に関する調査及び研究を行うこと
３　医療に従事する者の研修及び育成を行うこと
４　医療に関する地域への支援を行うこと
５　前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと

区　分 役職員数 備　考
県職員 元県職員 その他

本部長

会計情報システム課

契約出納グループ

総務事務担当

システム改善担当

県立安芸津

病院

理事会

理事長 副理事長 理事 監事

県立広島病院県立二葉の里

病院

総務課

総務グループ

給与グループ

管理グループ

組織最適化

特命担当

経営改革課

財務企画グループ

経営企画グループ

戦略推進グループ

本部
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 （１）事業計画 （単位：千円）

（２）予算書 （単位：千円）

営業収益 ①

営業費用 ②

収支差 ③＝①-②

営業外収益 ④

営業外費用 ⑤

収支差 ⑥＝④-⑤

臨時利益 ⑦

臨時損失 ⑧

収支差 ⑨＝⑦-⑧

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

２　令和８年度事業計画

事業名 事業内容 令和８年度 令和７年度 増　減

合　計 44,642,000 42,665,000 1,977,000

その他の業務運営に関する
事項

・法令・社会規範の遵守
・県立安芸津病院の耐震化
・地域社会への貢献

44,642,000 42,665,000 1,977,000

業務運営の改善及び効率化

・業務運営体制の構築
・中期目標達成に向けた取組
・効果的・効率的な業務運営
・働きやすい勤務環境の整備

財務内容の改善
・収入の確保
・費用の適正化
・的確な投資の実施と効果の検証

高度医療・人材育成拠点整
備に向けた取組

・高度急性期を中心とした医療機能を担うために必要
な設備整備や診療科間の連携等の体制構築
・医療人材の確保・育成
・中山間地域等の医療提供体制の維持と周辺の医療機
関と連携した地域完結型医療の実現に向けた体制の整
備

県民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向
上

・高度医療の安定的かつ継続的な提供と地域医療への
貢献
・患者の視点に立った医療の提供
・安全・安心な医療の提供
・災害や公衆衛生上の緊急事態への対応
・医療に関する調査・研究の実施

 【特記事項】

区　分 令和８年度 令和７年度 増　減 主な増減理由

173,000 416,000

853,000 2,372,000 ▲ 1,519,000 計上科目の変更による減

▲ 264,000 ▲ 2,199,000 1,935,000

39,405,000 40,591,000 ▲ 1,186,000 医業収益の減

43,789,000 40,293,000 3,496,000 計上科目の変更による増

70,000 183,000 ▲ 113,000

▲ 4,384,000 298,000 ▲ 4,682,000

73,000 16,000 57,000

589,000

3,000 ▲ 167,000 170,000
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３　令和７年度事業報告
（１）事業報告 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（２）損益計算書　 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

合　計 41,546,493 - -

その他の業務運営に関する
事項

・法令・社会規範の遵守
・県立安芸津病院の耐震化
・地域社会への貢献

- -

・収入の確保
・費用の適正化
・的確な投資の実施と効果の検証

　経常利益（損失）　　計　　 ⑥＝③+（④-⑤）

434,985 - -

▲ 4,378,147 - -

467,468 - -

営業利益（損失）　　計　　③＝①-②

▲ 4,345,664 - -

営業外収益

営業外費用

④

⑤

110,598 - -

990,522 - -

臨時利益

臨時損失

⑦

⑧

　当期総利益（損失）   　⑨=⑥+（⑦-⑧） ▲ 5,225,588 - -

 【特記事項】

令和７年度 令和６年度 増　減事業名 事業内容

41,546,493

業務運営の改善及び効率化

・業務運営体制の構築
・中期目標達成に向けた取組
・効果的・効率的な業務運営
・働きやすい勤務環境の整備

財務内容の改善

令和７年４月１日に地方独立行政法人広島県立病院機構を設立

41,111,508

高度医療・人材育成拠点整
備に向けた取組

県民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向
上

・高度医療の安定的かつ継続的な提供と地域医療への
貢献
・患者の視点に立った医療の提供
・安全・安心な医療の提供
・災害や公衆衛生上の緊急事態への対応
・医療に関する調査・研究の実施

①営業収益

営業費用 ② - -

・高度急性期を中心とした医療機能を担うために必要
な設備整備や診療科間の連携等の体制構築
・医療人材の確保・育成
・中山間地域等の医療提供体制の維持と周辺の医療機
関と連携した地域完結型医療の実現に向けた体制の整
備

区　分 令和7年度 令和6年度 増　減 主な増減理由

36,733,361 - -
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（３）貸借対照表 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（４）キャッシュフロー計算書 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（５）県からの財政的支援 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

財務活動によるキャッシュ・フロー 27,943,679 - -

区　分 令和７年度末 令和６年度末 増　減 主な増減理由

流動負債 5,953,225 - -

固定負債 42,265,911 - -

流動資産 8,465,790 - -

固定資産 46,366,609 - -

　　　  資　産　　計 54,832,399 - -

負債・純資産　合計　③=①+② 54,832,399 - -

区　分 令和７年度 令和６年度 増　減 主な増減理由

業務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 2,690,943 - -

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 24,239,160 - -

資金期首残高 1,063,462 - -

資金期末残高 2,077,037 - -

借入金残高（期末残高） 35,449,833 - -

合　計 49,493,689 - -

委託料 0 - -

貸付金 45,712,538 - -

債務保証額（期末残高） 0

・負担金　法人の運営費負担金（病院事業の運営に係る経費等）
・補助金　広島県医療人材確保・職場環境改善等事業、広島県地域医療介護総合確保事業補助金　等
・貸付金　病院事業債　等

損失補償契約に係る債務残高 0 - -

 【県の財政的支援の目的・内容等】

（６）経営健全化計画の推進状況など特記事項

- -

その他（追加出資等） 0 - -

区　分 令和７年度 令和６年度 増　減 主な増減理由

補助金等 145,132 - -

運営費負担金 3,636,019 - -

資産

負債

純資産 繰越欠損金 ▲ 5,225,588 - -

　　　 純資産　計　　② 6,613,262 - -

　　　 負　債　　計　　① 48,219,137 - -

資本金 11,838,850 - -
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（単位：千円）

科　　目 令和７年度決算 A 令和６年度決算 B 増　減 A-B 備考

Ⅰ　営業収益

　　　医業収益 32,586,620 - -

　　　運営費負担金収益 3,503,117 - -

　　　補助金等収益 541,704 - -

　　　賞与引当金見返に係る収益 9,643 - -

　　　資産見返負債戻入 90,410 - -

　　　受託収入 1,867 - -

　　　営業収益合計 36,733,361 - -

Ⅱ　営業費用

　　　医業費用 38,684,003 - -

　　　　給与費 20,142,987 - -

　　　　材料費 9,436,926 - -

　　　　経費 5,226,508 - -

　　　　減価償却費 3,746,286 - -

　　　　資産減耗費 29,682 - -

　　　　研究研修費 101,613 - -

　　　控除対象外消費税 1,420,499 - -

　　　一般管理費 1,007,006 - - 　

        給与費 534,564 - -

        経費 370,672 - -

        減価償却費 101,770 - -

      営業費用合計 41,111,508 - -

　　　　営業損失 ▲ 4,378,147 - -

Ⅲ　営業外収益

　　　運営費負担金収益 127,562 - -

　　　補助金等収益 54,418 - -

　　　寄附金収益 40 - -

　　　財務収益 0 - -

　　　保育所収益 66,222 - -

　　　雑益 219,226 - -

　　　営業外収益合計 467,468 - -

Ⅳ　営業外費用

　　　財務費用 244,043 - -

　　　　支払利息 244,043 - -

　　　寄附金 5 - -

　　 　資産取得に係る控除対象外消費税償却 103,771 - -

　　　保育所経費 84,270 - -

　　　雑支出 2,896 - -

　　　営業外費用合計 434,985 - -

　　　　経常損失 ▲ 4,345,664 - -

Ⅴ　臨時利益

　　　その他臨時利益 222 - -

　　　物品受贈益 110,376 - -

　　　臨時利益合計 110,598 - -

Ⅵ　臨時損失

　　　固定資産除却損 6,694 - -

　　 　退職給付会計に係る原則法変更時差異 873,201 - -

　　　承継消耗品費 110,376 - - 　

　　　その他臨時損失 250 - -

　　　臨時損失合計 990,522 - -

　　　当期純損失 ▲ 5,225,588 - -

　　　当期総損失 ▲ 5,225,588 - -

※　端数調整により、合計が一致しない場合がある。

４　損益計算書の内訳
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（単位：千円）

科　　目 令和７年度決算 A 令和６年度決算 B 増　減 A-B 備考

資産の部

Ⅰ　固定資産

　　１　有形固定資産  

　　　　土地 28,962,957 - -  

　　　　建物 11,421,408 - -  

　　　　　減価償却累計額 ▲ 1,960,575 - -  

　　　　建物付属設備 2,568,244 - -  

　　　　　減価償却累計額 ▲ 184,900 - -  

　　　　構築物 225,762 - -  

　　　　　減価償却累計額 ▲ 84,018 - -  

　　　　器械備品 4,871,773 - -  

　　　　　減価償却累計額 ▲ 1,388,881 - -  

　　　　車両 2,047 - -  

　　　　　減価償却累計額 ▲ 1,003 - -  

　　　　建設仮勘定 73,164 - -  

　　　　有形固定資産合計 44,505,978 - -  

 

　　２　無形固定資産  

　　　　電話加入権 153 - -  

　　　　ソフトウェア 459,314 - -  

　　　　その他無形固定資産 292,727 - -  

　　　　無形固定資産合計 752,194 - -  

 

　　３　投資その他の資産  

　　　　長期貸付金 900 - -  

　　　　　職員貸付金 900 - -  

　　　　長期前払費用 1,107,537 - -  

　　　　投資その他の資産合計 1,108,437 - -  

　　　　　固定資産合計 46,366,609 - -  

 

Ⅱ　流動資産  

　　　現金及び預金 2,077,037 - -  

　　　未収金 6,045,216 - -  

　　　　貸倒引当金 ▲ 35,304 - -  

　　　棚卸資産 360,644 - -  

　　　　医薬品 321,257 - -  

　　　　診療材料 35,516 - -  

　　　　貯蔵品 39 - -  

　　　　給食材料 182 - -  

　　　　消耗品 1,160 - -  

　　　　燃料 2,464 - -

　　　　その他貯蔵品 26 - -  

　　　前渡金 83 - -

　　　前払金 2,724 - -

　　　賞与引当金見返 9,643 - -

　　　前払費用 5,747 - -  

　　　流動資産合計 8,465,790 - -  

　　　　資産合計 54,832,399 - -

５　貸借対照表の内訳
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科　　目 令和７年度決算 A 令和６年度決算 B 増　減 A-B 備考

負債の部

Ⅰ　固定負債

　　　長期借入金 29,712,500 - -

　　　移行前地方債償還債務 4,247,468 - -

　　　資産見返負債 214,583

　　　　資産見返運営費負担金 4,853 - -

　　　　資産見返補助金等 209,341 - -

　　　　資産見返寄附金 389 - -

　　　長期リース債務 40,016 - -

　　　引当金 8,051,343 - -

　　　　退職給付引当金 8,051,343 - -

　　　　固定負債合計 42,265,911 - -

Ⅱ　流動負債

　　　一年以内返済予定移行前地方債償還債務 1,489,865 - -

　　　短期リース債務 15,682 - -

　　　未払金 3,157,400 - -

　　　未払消費税等 71,652 - -

　　　前受金 9,290 - -

　　　引当金 877,645 - -

　　　　賞与引当金 877,645 - -

　　　寄附金債務 36,640 - -

　　　預り補助金 30,072 - -

　　　預り金 264,980 - -

　　　　流動負債合計 5,953,225 - -

　　　　　負債合計 48,219,137 - -

純資産の部

Ⅰ　資本金

　　　地方公共団体出資金 11,838,850 - -

　　　　資本金合計 11,838,850 - -

Ⅱ　繰越欠損金

　　　当期未処理損失 ▲ 5,225,588 - -

　　　（うち当期総損失） ▲ 5,225,588 - -

　　　繰越欠損金合計 ▲ 5,225,588 - -

純資産合計 6,613,262 - -

　負債純資産合計 54,832,399 - -

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。
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